


主要行事予定 平成 29年 7月〜平成 29年 9月
───────────────────────

➐月
──────────────────────
3 日 ( 月 ) 一般可
●初級簿記講習会（開講式）　7/3 ～ 7（前半）
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜 16：30
【講　師】東京地方税理士会鶴見支部所属税理士
【会　費】8,000 円（教材費含む）
───────────────────────
3 日 ( 月 ) 一般不可
●青年部会正副部会長会議
【場　所】法人会会議室
【時　間】19：00〜	
───────────────────────
4 日 ( 火 ) 一般不可
●組織委員会
【場　所】事務局会議室
【時　間】18：00〜	
───────────────────────
4 日 ( 火 ) 一般不可
●厚生委員会
【場　所】法人会会議室
【時　間】18：00〜	
───────────────────────
5 日 ( 水 ) 一般不可
●支部長会
【場　所】鈴よし
【時　間】18：30〜	
───────────────────────
6 日 ( 木 ) 一般不可
●税制委員会
【場　所】法人会会議室
【時　間】18：00〜	
───────────────────────
7 日 ( 金 ) 一般不可
●鶴見中央支部幹事会
【場　所】海鮮料理　魚春とと屋
【時　間】19：00〜	
───────────────────────
11 日 ( 火 ) 一般不可
●青年部会役員会
【場　所】法人会会議室
【時　間】19：00〜	
───────────────────────

───────────────────────
14 日 ( 金 ) 一般可
●初級簿記講習会（閉講式）7/10 ～14（後半）
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜 16：30	
【会　費】8,000 円（教材費含む）
───────────────────────
22 日 ( 土 ) 一般可
●県法連社会貢献活動
　「県 立２１世紀の森下草刈り」
【場　所】県立 21世紀の森
【時　間】9：15〜	
───────────────────────
27 日 ( 木 ) 一般可
●新設法人説明会
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜	
───────────────────────
28 日 ( 金 ) 一般可
●決算法人説明会
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜	
──────────────────────

➑月
──────────────────────
8 日 ( 火 ) 一般不可
●青年部会役員会
【場　所】法人会会議室
【時　間】19：00〜	
───────────────────────
18 日 ( 金 ) 一般可
●決算法人説明会
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜	
───────────────────────
22 日 ( 火 ) 一般不可
●青年部会８月スポーツ例会
【場　所】川崎グランドボウル
【時　間】18：30〜	
───────────────────────
24 日 ( 木 ) 一般可
●ファミリー研修会
【場　所】東京ディズニーランド
【時　間】7：40〜	
───────────────────────

──────────────────────

➒月
──────────────────────
4 日 ( 月 ) 一般不可
●青年部会正副部会長会議
【場　所】法人会会議室
【時　間】19：00〜	
───────────────────────
12 日 ( 火 ) 一般不可
●青年部会役員会
【場　所】法人会会議室
【時　間】19：00〜	
───────────────────────
14 日 ( 木 ) 一般可
●平成 29 年度第 35 回源泉所得税研修会第三講
【テーマ】報酬料金に対する源泉所得税
【場　所】法人会会議室
【時　間】15：00〜 17：00
───────────────────────
21 日 ( 木 ) 一般可
●新設法人説明会
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜	
───────────────────────
22 日 ( 金 ) 一般可
●決算法人説明会
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜	
───────────────────────





平成29年度事業計画
基本方針
１　公益と社会貢献
　　健全な納税者団体として事業の公益性と社会貢献度を高めることで、

公益法人としての社会的使命を果たすことに努める。
２　組織の拡充強化
　　本部と支部の連携及び支部の活性化により組織の強化を図ることで、

納税者の事業への参加の向上と加入増加を推進する。
３　租税負担の合理化
　　適正公平な税制を確立し、租税負担の合理化を図るため、常に租税に

関する調査研究を行うと共に、会員外からの意見も結集し、税制改正要
望事項の達成を期する。

４　税務行政への協力
　　税務当局との相互信頼により税務行政の円滑な運営に協力し、適正な

申告納税制度の充実発展に寄与すると共に、納税道義の向上に努める。
５　企業経営の健全化
　　地域企業の健全化の向上を図るため、経営・経理等に関する知識の普

及拡大に努め、地域社会の発展に貢献する。
重点事項
１　組織基盤の強化
　　（１）役員・支部幹事一同が会員増強運動に取組み、会員加入率５０％

達成を目標として、推進する。
　　（２）魅力ある法人会を構築し、会員相互の連携を密にして、会全体が

協力して退会防止に努める。
２　支部活動の活性化
　　各支部は、支部幹事会を年２回以上、会員研修会を年１回以上開催す

るよう努める。
３　事業活動の充実
　　地域社会への貢献を目的とし、地域の福祉、健康増進等これまで以上

に地域に密着し、より多くの会員及び会員外の参加が見込まれる研修会、
講演会等を企画、実施する。

氏　名 法人名 役　職
長谷川勝一 ㈱章夫商事 会　長　担当：税制委員会、女性部会
相川　良一 新横浜商事㈱ 副会長　担当：総務財政委員会
遠藤　一郎 ㈱ト－ヨコ 副会長　担当：組織委員会
大島　正之 ㈱日本アシスト 副会長　担当：広報委員会
松浦　泰弘 松浦企業㈱ 副会長　担当：厚生委員会
伊藤　文雄 ㈱伊藤工業 副会長　担当：事業委員会、源泉部会
山田　雅浩 山田建設㈱ 副会長　担当：青年部会
宮田　豊和 共進興業㈱ 総務財政委員長
福原　　倫 ㈱協伸製作所 税制委員長
小林　政仁 小林化学産業㈱ 広報委員長
岡野　圭佑 (名)宮田家具店 事業委員長
相村　暁紀 ㈱相村工務店 組織委員長
髙木　邦一 ㈱三髙堂 厚生委員長
横須賀雄一 ㈲亀村屋 青年部会長
榎本ひろみ ㈱千田工務店 女性部会長
佐々木一浩 キリンビール㈱ 横浜工場 源泉部会長
伊藤　悦子 ㈱アイリックス 総務財政副委員長
菱田　恒三 ㈲菱田工務店 広報副委員長
森松　長裕 ㈱エムズリビング 事業副委員長
小宮　通利 ㈱小宮製作所 支部長会代表･鶴見中央支部長
吉川　貴之 ㈲タクラ商事 支部長会副代表･鶴見旭支部長
菅野　克義 ㈱塗装アサヒ 支部長会副代表･潮田支部長

氏　名 法人名
小島　弘邦 小野宮梱包運輸㈱
石渡　宏道 税理士法人アイ・パ－トナ－ズ

氏　名 法人名
辻　　正造 ㈱江電社
小林　弘昴 小林運輸㈱
本田佐重子 ㈱南旺社

役員名簿

会員増強に伴う個人表彰

　株式会社エムズリビング 森　松　長　裕　様
　株式会社北原不動産 北　原　美智子　様
　株式会社ワイズラボ 豊　　　純　光　様
　大同生命保険株式会社 宇佐美　利　美　様
　大同生命保険株式会社 富　上　美　香　様
　大同生命保険株式会社 立　木　加奈恵　様
　大同生命保険株式会社 山　下　裕　子　様

退任理事

　有限会社大村製作所 大　村　晃　弘　様
　株式会社小笠原本店 小笠原　英　晃　様

公益社団法人 鶴見法人会 記念品贈呈者

公益社団法人 鶴見法人会 会長感謝状・記念品贈呈者

感謝状並びに記念品贈呈者名簿

（順不同）

４　広報活動の充実
　　広報誌「ホットライン」について、紙面の充実を図り、地域に密着した

情報を発信し、会員及び会員外に提供する。
５　e－Taxの利用推進
　　　国の電子政府構築計画の一環として国税当局が推進する国税電子申

告・納税システム（e－Tax）について、電子政府の推進に協力し実行す
るため「e－Tax」を役員企業については自ら積極的に利用し、会員企業
については利用目標を利用率７０％と定め積極的に推進する。

６　福利厚生制度の推進
　　法人会経営者大型保障制度推進のキャンペーンを行う。
７　友誼団体との連携協調
　　効率的な事業活動及び会員増強の必要性から、鶴見区納税貯蓄組

合連合会、鶴見青色申告会、東京地方税理士会鶴見支部、横浜小売
酒販組合鶴見支部、鶴見間税会の友誼団体と積極的な連携協調を図
る。

８　その他
　（1）地域社会貢献活動の推進
　　①女性部会
　　　「チャリティーバザー」を行い、その収益金を鶴見区社会福祉協議会

等に寄贈する。
　　②青年部会
　　　地域の子供たちに名所・旧跡をたずねて「鶴見」という町を知っても

らう趣旨と税金クイズ等を通じて、税の啓発活動の場として「トレジャー
ハンティ　　ングinつるみ」を開催する。

　　③寄附
　　　鶴見区内の障害者施設並びに地域ケアプラザの運営に協力するため

の寄附をおこなう。
　（2）「税を考える週間」
　　協賛事業として、ＪＲ鶴見駅東・西口での「街頭広報」および「ほうじ

ん劇場」を開催する。

平成29年4月01日
平成30年3月31日

理 事

☆　理事および監事はすべて非常勤であり、国家公務員出身者はいない。

監 事

相談役



収支予算書（正味財産増減計算書の形式による）　平成２9年４月１日～平成30年３月３１日　（単位：円） 正味財産増減計算書　平成２8年４月１日～平成２9年３月３１日　（単位：円）

科　目　 予算額 前年度予算額 増　　　減
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　1　経常増減の部
　　（１）経常収益
 　　　基本財産運用益 1,000 2,000 △　1,000 
 　　　　基本財産受取利息 1,000 2,000 △　1,000 
 　　　特定資産運用益 10,000 15,000 △　5,000 
 　　　　特定資産受取利息 10,000 15,000 △　5,000 
 　　　受取会費 22,850,000 23,050,000 △　200,000 
　　　　正会員受取会費 22,300,000 22,600,000 △　300,000 
　　　　賛助会員受取会費 550,000 450,000 　100,000 
 　　　事業収益 8,904,500 9,301,000 △　396,500 
　　　　研修事業収益 5,381,000 5,675,000 △　294,000 
　　　　支部事業収益 2,318,500 2,306,000 12,500 
　　　　青年・女性部会事業収益 585,000 660,000 △　75,000 
　　　　広報事業収益
　　　　事務手数料収益 550,000 600,000 △　50,000 
　　　　貸室料収益 70,000 60,000 10,000 
 　　　受取補助金等 15,829,000 15,426,500 402,500 
　　　　受取県連補助金 1,201,200 1,000,000 201,200 
　　　　受取全法連助成金振替額 14,627,800 14,426,500 201,300 
 　　　受取負担金 5,810,000 5,742,000 68,000 
　　　　受取負担金 2,052,000 1,851,000 201,000 
　　　　青年・女性部会受取負担金 2,860,000 2,933,000 △　73,000 
　　　　支部受取負担金 898,000 958,000 △　60,000 
 　　　受取寄附金　　 1,200,000 1,000,000 200,000 
 　　　　受取寄附金 1,200,000 1,000,000 200,000 
 　　　雑収益 402,500 351,500 51,000 
　　　　受取利息 2,500 1,500 1,000 
　　　　雑収益 400,000 350,000 50,000 
　　　経常収益計 55,007,000 54,888,000 119,000 
　（２）経常費用
　　　事業費 45,936,563 46,422,713 △　486,150 
　　　　給料手当 11,750,000 11,750,000 0 
　　　　退職給付費用 556,668 556,668 0 
　　　　福利厚生費 1,833,000 1,833,000 0 
　　　　会議費 5,262,540 5,360,700 △　98,160 
　　　　旅費交通費 3,460,780 3,527,800 △　67,020 
　　　　通信運搬費 1,581,876 1,625,200 △　43,324 
　　　　減価償却費 314,596 275,962 38,634 
　　　　消耗品費 1,474,000 1,453,600 20,400 
　　　　印刷製本費 2,944,479 3,059,079 △　114,600 
　　　　光熱水料費 413,600 423,000 △　9,400 
　　　　賃借料 4,060,800 4,060,800 0 
　　　　保険料 67,900 80,900 △　13,000 
　　　　租税公課 0 0 0 
　　　　諸謝金 6,709,000 6,559,000 150,000 
　　　　支払負担金 1,262,400 1,289,400 △　27,000 
　　　　支払寄付金 350,000 450,000 △　100,000 
　　　　支払助成金 1,000,000 1,000,000 0 
　　　　会場費 1,736,900 1,964,400 △　227,500 
　　　　リ－ス料 627,200 599,000 28,200 
　　　　支払手数料 331,704 326,704 5,000 
　　　　新聞図書費 45,120 42,300 2,820 
　　　　雑費 154,000 185,200 △　31,200 
　　　管理費 8,404,713 8,064,543 340,170 
　　　　給料手当 750,000 750,000 0 
　　　　退職給付費用 35,532 35,532 0 
　　　　福利厚生費 117,000 117,000 0 
　　　　会議費 3,384,500 3,354,500 30,000 
　　　　旅費交通費 2,400 3,000 △　600 
　　　　通信運搬費 340,844 351,220 △　10,376 
　　　　減価償却費 20,080 17,614 2,466 
　　　　消耗品費 632,280 647,980 △　15,700 
　　　　印刷製本費 487,901 494,901 △　7,000 
　　　　表彰費 110,000 110,000 0 
　　　　光熱水料費 26,400 27,000 △　600 
　　　　賃借料 259,200 259,200 0 
　　　　保険料 175,000 165,000 10,000 
　　　　租税公課 500,000 250,000 250,000 
　　　　諸会費 250,000 200,000 50,000 
　　　　支払負担金 118,600 118,600 0 
　　　　渉外慶弔費 530,000 500,000 30,000 
　　　　リ－ス料 37,800 36,000 1,800 
　　　　支払手数料 538,296 538,296 0 
　　　　新聞図書費 2,880 2,700 180 
　　　　雑費 86,000 86,000 0 
　　　経常費用計 54,341,276 54,487,256 △　145,980 
　　　　評価損益等調整前当期増減額 665,724 400,744 264,980 
　　　　評価損益等計
　　　　当期経常増減額 665,724 400,744 264,980 
　２　経常外増減の部
　　（１）経常外収益 0 0 0 
　　　　経常外収益計 0 0 0 
　　（２）経常外費用
　　　経常外費用計 0 0 0 
　　　　当期経常外増減額 0 0 0 
　　　　税引前当期一般正味財産増減額 665,724 400,744 264,980 
　　　　法人税、住民税及び事業税 150,000 200,000 △　50,000 
　　　　当期一般正味財産増減額　　 515,724 200,744 314,980 
　　　　一般正味財産期首残高 64,705,466 63,926,620 778,846 
　　　　一般正味財産期末残高 65,221,190 64,127,364 1,093,826 
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　受取補助金等 14,627,800 14,426,500 201,300 
　　　　受取全法連助成金 14,627,800 14,426,500 201,300 
　　一般正味財産への振替額 14,627,800 14,426,500 201,300 
　　　　一般正味財産への振替額 14,627,800 14,426,500 201,300 
　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 
　　　　指定正味財産期首残高 0 0 0
　　　　指定正味財産期末残高 0 0 0 
Ⅲ　基金増減の部
　　　　当期基金増減 0 0 0 
　　　　基金期首残高 0 0 0
　　　　基金期末残高 0 0 0 
Ⅳ　当期基金増減 65,221,190 64,127,364 1,093,826

科　目　 当年度 前年度 増　　　減
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　1　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　基本財産運用益 1,032 1,358 △　326 
　　　　　基本財産受取利息 1,032 1,358 △　326 
　　　　特定資産運用益 10,703 12,477 △　1,774 
　　　　　特定資産受取利息 10,703 12,477 △　1,774 
　　　　受取会費 23,110,400 23,894,100 △　783,700 
　　　　　正会員受取会費 22,638,900 23,445,600 △　806,700 
　　　　　賛助会員受取会費 471,500 448,500 23,000 
　　　　事業収益 10,998,848 10,891,401 107,447 
　　　　　研修事業収益 5,503,400 5,393,552 109,848 
　　　　　支部事業収益 1,741,500 1,909,000 △　167,500 
　　　　　青年・女性部会事業収益 3,163,740 2,966,051 197,689 
　　　　　貸室料収益 62,500 48,100 14,400 
　　　　　事務手数料収益 527,708 574,698 △　46,990 
　　　　受取補助金等 15,887,747 15,374,225 513,522 
　　　　　受取県連補助金 1,461,247 1,429,125 32,122 
　　　　　受取全法連助成金振替額 14,426,500 13,935,100 491,400 
　　　　　受取全法連補助金 0 10,000 △　10,000 
　　　　受取負担金 5,337,280 4,686,790 650,490 
　　　　　受取負担金 1,609,880 1,691,190 △　81,310 
　　　　　青年・女性部会受取負担金 3,450,900 2,584,600 866,300 
　　　　　支部受取負担金 276,500 411,000 △　134,500 
 　　　　受取寄附金 1,100,000 1,170,000 △　70,000 
 　　　　　受取寄附金 1,100,000 1,170,000 △　70,000 
　　　　雑収益 894,375 657,128 237,247 
　　　　　受取利息 4,122 5,928 △　1,806 
　　　　　雑収益 890,253 651,200 239,053 
　　　　経常収益計 57,340,385 56,687,479 652,906 
　　 （２）経常費用
　　　　事業費 49,541,819 51,061,674 △　1,519,855 
　　　　　給料手当 11,636,862 11,636,862 0 
　　　　　退職給付費用 556,668 556,762 △　94 
　　　　　福利厚生費 1,858,657 1,839,333 19,324 
　　　　　会議費 4,889,486 5,729,228 △　839,742 
　　　　　旅費交通費 5,605,564 5,157,221 448,343 
　　　　　通信運搬費 2,021,892 3,249,274 △　1,227,382 
　　　　　減価償却費 314,596 275,962 38,634 
　　　　　消耗什器備品費 0 330,567 △　330,567 
　　　　　消耗品費 1,501,044 1,645,597 △　144,553 
　　　　　印刷製本費 3,823,440 4,077,584 △　254,144 
　　　　　光熱水料費 407,332 449,179 △　41,847 
　　　　　賃借料 4,057,958 4,396,020 △　338,062 
　　　　　保険料 106,026 104,859 1,167 
　　　　　諸謝金 6,773,614 6,340,241 433,373 
　　　　　租税公課 483,160 0 483,160 
　　　　　支払負担金 995,536 966,639 28,897 
　　　　　支払寄付金 372,332 385,352 △　13,020 
　　　　　支払助成金 690,000 770,000 △　80,000 
　　　　　会場費 1,573,700 1,836,025 △　262,325 
　　　　　リ－ス料 664,009 584,633 79,376 
　　　　　支払手数料 534,802 366,360 168,442 
　　　　　新聞図書費 396,156 151,443 244,713 
　　　　　雑費 278,985 212,533 66,452 
　　　　管理費 7,716,233 8,257,754 △　541,521 
　　　　　給料手当 742,778 742,778 0 
　　　　　退職給付費用 35,532 35,538 △　6 
　　　　　福利厚生費 118,637 117,404 1,233 
　　　　　会議費 2,806,656 3,024,516 △　217,860 
　　　　　旅費交通費 7,336 2,360 4,976 
　　　　　通信運搬費 120,760 316,636 △　195,876 
　　　　　減価償却費 20,080 17,614 2,466 
　　　　　消耗什器備品費 0 21,100 △　21,100 
　　　　　消耗品費 664,688 688,067 △　23,379 
　　　　　印刷製本費 605,286 677,755 △　72,469 
　　　　　光熱水料費 25,999 28,671 △　2,672 
　　　　　賃借料 259,018 280,596 △　21,578 
　　　　　保険料 157,591 157,208 383 
　　　　　諸謝金 0 0 0 
　　　　　租税公課 30,840 0 30,840 
　　　　　諸会費 284,980 283,000 1,980 
　　　　　支払負担金 177,573 158,328 19,245 
　　　　　支払寄付金 100,000 0 100,000 
　　　　　会場費 119,850 169,350 △　49,500 
　　　　　渉外慶弔費 621,340 590,224 31,116 
　　　　　表彰費 110,000 230,000 △　120,000 
　　　　　リ－ス料 42,383 36,151 6,232 
　　　　　支払手数料 644,810 664,210 △　19,400 
　　　　　新聞図書費 2,703 2,703 0 
　　　　　雑費 17,393 13,545 3,848 
　　　　経常費用計 57,258,052 59,319,428 △　2,061,376 
　　　　　評価損益等調整前当期増減額 82,333 △　2,631,949 2,714,282 
　　　　　評価損益等計
　　　　　当期経常増減額 82,333 △　2,631,949 2,714,282 
　２　経常外増減の部
　　（１）経常外収益
　　　　退職給与引当金取崩 0 0 0 
　　　　　退職給与引当金取崩 0 0 0 
　　　　経常外収益計 0 0 0 
　　（２）経常外費用
　　　　経常外費用計
　　　　当期経常外増減額 0 0 0 
　　　　他会計振替額 0 0 0
　　　　税引前当期一般正味財産増減額 82,333 △　2,631,949 2,714,282 
　　　　法人税、住民税及び事業税 92,200 110,900 △　18,700 
　　　　当期一般正味財産増減額 △　9,867 △　2,742,849 2,732,982 
　　　　一般正味財産期首残高 63,671,024 66,413,873 △　2,742,849 
　　　　一般正味財産期末残高 63,661,157 63,671,024 △　9,867 
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　受取補助金等 14,426,500 13,935,100 491,400 
　　　　受取全法連助成金 14,426,500 13,935,100 491,400 
　　　一般正味財産への振替額 △　14,426,500 △　13,935,100 △　491,400 
　　　　一般正味財産への振替額 △　14,426,500 △　13,935,100 △　491,400 
　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 
　　　　指定正味財産期首残高 0 0 0 
　　　　指定正味財産期末残高 0 0 0 
Ⅲ　正味財産期末残高 63,661,157 63,671,024 △　9,867 

※ 一般正味財産期首残高は平成２8 年度決算見込額を記載



一. 歳入・歳出　税制・財政

Ⅰ．財政健全化（構造問題）

　１．短期的課題　健全化への道筋　日銀が国債を買い入れること
　　　　消費税増税での財政健全化には無理がある。日銀の国債買い入れで円安インフレになる。国保有の外貨資産と国有

地の価格も値上がりする。中小企業は「消費税増税」より「円安・インフレ」負担が有利である。

　２．中・長期的課題　
　（１）国際戦略特区（移民特区）
　　　　「国家戦略特区」では地域限定で規制緩和を行い、途上国の賃金水準で雇用する。農業と工業に商業でも移民が受

け入られ、移民と融和する商店街を消費税免税で活性化させれば、小売業店主達の利益となる。
　（２）国際自由都市特区
　　　　シンガポール、香港は規制が少なく繁栄している。大黒埠頭、本牧埠頭の地域を自由貿易地域に発展させたい。
　（３）国境を越えた市町村の連携・国際姉妹都市連携税制
　　　　少子高齢化対策で国境を越えた姉妹都市の連携で『移民税制』を確立する。人口減少対応には移民の期待があり、

優秀な外国人を確保できるような姉妹都市連携税制が有利である。

Ⅱ．社会保障費の財源確保

　１．短期的課題　公的年金のあり方（税方式、保険料方式）安定的財源の確保
　　　　公的年金掛け金は税方式が望ましい。居住地を選択する関心を持つよう支給額は各市町村で競争すべき。

　２．中・長期的課題　持続的な社会保障制度の確立
　　　　税源と事業を自治体に委譲すれば、移民融和地域は税金が安くでき、その他の地域の税金は高くなる。

Ⅲ．行財政改革の徹底

　１．短期的課題　無駄の削減　地元企業グル－プと役所で構成する公共事業削減公開討論会の設置
　　　　公共事業費の削減についての専門企業からの提言を公平に公開討論すべきだと考える。

　２．中・長期的課題　無駄の削減
　（１）公的支援の削減　天下り禁止の徹底
　　　　退職官僚に高給を民間が負担するのが天下りで、税金負担増につながる。天下り禁止を徹底する。
　（２）公務員の削減
　　　　国家予算の半分が公務員の人件費である。ＩＴ技術等により民間企業なみのリストラを求める。
　（３）内国歳入庁
　　　　税と社会保険料を徴収する「歳入庁」を組織し徴収一元化により効率化させる。
　（４）特別会計と監査の改革
　　　　特別会計は事業収支が疎かになっている。会計検査院は議会所属にして議会要請を中心業務にすべきである。

二．経済

Ⅰ．短期的課題　当面の景気対策、中小企業の活性化

　 円安・輸出による景気振興。実力以上の円高が中小企業を苦しめた。円安政策を望む。
　（１）企業の国際競争力の強化。自衛兵器の輸出であれば法的問題も少ないだろう。
　（２）中立地帯税制の創設。海外移転した工場を呼び戻し空洞化対策にしたい。
　（３）輸出加工区。輸出向けの工業団地に多国籍企業を誘致して生産を行わせる。
　（４）海外アウトソーシング。
　特定の地域に関税や税の減免、規制緩和、利潤本国送金の自由など優遇し経済活性化を図る。

Ⅱ．中・長期的課題　持続可能な経済成長

　　　 （農業自由村）これからの農業は成長産業である。これまでの農業政策が農民の自助努力を損ない日本の農業を衰退
させた。地域共同体に農業にかかわる事業と税を請け負わせる自由村が農業を経済成長させる。

三．国と地方

　１．地方分権税制の確立(小自治体、自治体連合への税源と公共事業の移譲 )
　　　　税制改正の中心は市町村への事業と税源の委譲である。行政は基礎的な小自治体が分担し、単独小自治体では出来

ないものは多様な自治体連合で行うのが理想である。
　（１）市町村合併。［利点］効率化と［欠点］衰退地域ができるので自治体連合構想が良い。
　（２）横浜市、川崎市の政令都市の行政区区長を選挙で選び住民の意志を反映する。
　（３）市町村連合。行政合併せずに広域での連携分担でコスト削減を図る。
　（４）多様な税制と行政サービスの選択。民主的小自治体を成立させ連合で補完させる。
　（５）道州制の導入。よりよい税制を構築するためには連邦制が好ましい。移住によって税制を選択できる。

平成 30年度税制改正要望事項



四．国税・地方税

Ⅰ．法人税

　１．［短期的課題］
　（１）租税特別措置を廃止し、法人税率を下げることを望む。
　（２）法人税における欠損金の繰り戻し期間の再考。欠損金の繰り戻しも7年とすることを望む。
　（３）退職給与引当金制度の復活。退職給与引当金を要支給額まで確定債務とし復活させる。
　２．［中・長期的課題］
　法人実効税率20％以下を望む。

Ⅱ．個人所得税

　１．［短期的課題］
　（１）事業承継税制の確立と相続税の改正。非国際的な相続税は廃止すべきである。
　（２）相続税の基礎控除を５千万円に戻すこと。
　（３）自社株式の課税価格の８０％を猶予する事業承継税制の適用継承者を全員に拡大すること。
　（４）家族事業組合税制。相続税対策で法人化することなく組合税制を創設すること。　
　２．［長期的課題］
　金融所得一体課税。個人資産を預貯金から株式や債権投資に移らせ産業を活性化させる。

Ⅲ．資産課税

　［短期的課題］
　１．事業承継税制の確立と相続税の改正。非国際的な相続税は廃止すべきである。
　２．相続税の基礎控除を現行の５千万円で据え置くこと。物納評価選択の見直し。
　３．自社株式の課税価格の８０％を猶予する事業承継税制の適用継承者を全員に拡大すること。
　［長期的課題］
 金融所得一体課税。個人資産を預貯金から株式や債権投資に移らせ産業を活性化させる。

Ⅳ．消費税

　１．［短期的課題］
　（１）税率引き上げは経済を見極めること。移民受け入れ状況と基礎年金を地方消費税率に反映させる。
　（２）逆進性があり低所得者へ配慮する必要がある。諸案の中では給付付き税額控除制度が望ましい。
　（３）複数税率は税務を煩雑にし脱税・節税を増加させ好ましくない。
　（４）給料にも消費税を課税すること。個人タクシーと法人タクシーなどの課税制度上の矛盾を解消し、また給料の増額も

望める。
　２．［中・長期的課題］
　将来は産業活性化する消費税輸出特区を作り、また市町村税としたい。

Ⅴ．地方税

　１．短期的課題　適正な課税自主権の発揮
　（１）租税回避地(タックスヘイブン)対応税制で課税逃れの不正を防ぐ。
　（２）固定資産税を高くする再建築価格を見直す。償却資産税は企業の投資意欲を損なっている。
　２．長期的課題　固定資産税の課税適正化
　（１）固定資産評価審査委員会　公選制で独立化し透明で公平な審査を望む。
　（２）学校税　地域の教育レベルで固定資産税評価額は変わる。固定資産税から学校税を分離する税制を望む。
　（３）「大規模マンション管理組合」に監査税を創設。税務調査が必要だと考える。

Ⅵ．環境税

［短期的課題］石炭石油上乗せ税制には為替変動があり柔軟な配慮が要る。
［中・長期的課題］エネルギー税制はアジア各国と同調し、輸出競争で不利にならぬよう望む。

Ⅶ．その他
　１．短期的課題
　（１）租税教育　租税について歴史を教育することが重要である。
　（２）年金生活者の雇用促進。給与収入で年金が減額されるのを緩和して就労意欲を向上させる。
　２．中・長期的課題
　（１）寄付金文化の育成。従来の反強制的な寄付ではなく自主的な寄付文化を育てよう。
　（２）格差是正学歴の見直し。学歴で評価する傾向をなくし、格差のない活力ある社会にする。
　（３）税理士・会計士試験の改正。新規参入者を落とすための難問から実務的試験問題にする。
　（４）公正取引委員会と税務当局の情報共有で下請会社保護と粉飾決算対策税制を構築する。
　　　①　税法では適法の粉飾決算が税制による会計基準で行われた。東芝事件を基に下請け企業保護も考え直す。
　　　②　突然の損失が出た東芝は「ナンチャッテ米国基準会計」だろうか。
　　　③　税務当局に上場会社の監査をさせること。監査法人をくぐり抜ける事件が続発している。
　　　④　下請法は形骸化しているのか。海外下請けには及ばないし、下請けが粉飾の対象になりうる。












